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ソフトバンク株式会社の概要



売上高

従業員数

4兆6,568億円*

（2019年6月末）

事業内容
移動／固定通信事業

ICTソリューションの提供

代表取締役
社長執行役員 兼 CEO

宮内謙

37,466人

契約数

（2019年6月末）

（2018年度）

モバイル 4,477万件

ブロードバンド 770万件

* 2018年度実績（未監査）。2019年6月27日付でヤフー㈱を子会社化しており、
当該取引は共通支配下の取引として、2018年４月１日より、ヤフーグループの
財務諸表をソフトバンク㈱グループの要約四半期連結財務諸表の一部として遡
及して連結しています。 3



日本における中心的な事業会社として自律的・機動的経営を遂行

*1 上記は簡易的なグループストラクチャーを示しており、各々の持分比率を省略しています。
*2 ソフトバンク株式はソフトバンクグループ株式会社の完全子会社であるソフトバンクグループジャパン株式会社により直接保有されています。
*3 当社調べ。
*4 2019年10月1日より商号変更。持株会社体制に移行。

（東証9984）

*1

グループにおける位置付け

戦略的持株会社
(投資活動が中心)

事業会社

（東証4689）

（旧ヤフー株式会社）

ソフトバンク・
ビジョン・ファンド

10兆円ファンド

Sprint
Corporation

米国
移動通信サービス*2

（東証9434）

Arm Ltd.

世界で1,300億以上
のデバイスに搭載
される技術を提供*3 その他

（ソフトバンク・
ホークスなど）

2019年6月に子会社化

4

Zホールディングス株式会社
*4



PC スマートフォンインターネット 携帯電話

主戦場は常に変化
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PC流通事業
開始

マルチブランド
戦略

高速
ブロードバンド

固定通信
参入

PC スマートフォン

移動通信
参入

携帯電話インターネット

時代をとらえて進化

6
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ソフトバンクの成長戦略

キャリアの先へ

Beyond Carrier

ブロードバンド契約数拡大スマホ契約数拡大 新たなインフラ

通信事業

ヤフー

新領域

AI・テクノロジー
最先端ビジネスモデル

スマホ契約数拡大スマホ契約数拡大 7



事業内容の紹介



* 2019年度Q1売上高（ヤフー遡及後）

コンシューマ
(個人のお客様)

法人 流通 ヤフー

売上高
構成比

56%

売上高
構成比

13%

売上高
構成比

10%

売上高
構成比

20%

4つの事業を展開

9



コンシューマ事業
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6,353

コンシューマ事業
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6,581

モバイル

ブロードバンド

物販等

[億円]

売上高は前年同期比4%増、セグメント利益は同8%増。モバイル・ブロードバンドが大きく貢献。

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2018年度Q1 2019年度Q1

1,913 2,057

セグメント売上高 セグメント利益

+228

-73

+72

+229

+4%

-5%

+8%

+6%

前期比

+145 +8%

前期比



価格

ターゲット層
• ライトユーザー
（通話やメールを中心に
ご利用される方）

• 10代〜20代前半の
ユーザー

中容量

低価格

大容量

リーズナブル

小容量

超低価格

データ量

• 大容量ユーザー
(画像や動画も楽しまれる方）

• ビジネスユーザー

ターゲットに合わせたマルチブランド戦略

お客さまとの
接点

店舗中心 店舗中心 オンライン中心

12
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+
大容量

50ギガ

端末分離対応済み

動画・SNS使い放題
*

* 対象サービス内の一部機能については、データ通信量を消費します。
各サービスの利用料金は別途各社へお支払いください。

ソフトバンクの料金プラン



YM C社 D社 E社 F社 G社 H社

14

格安通信会社

C社 D社 E社 F社 G社 H社

*

格安スマートフォン
市場で

No.1

格安スマートフォン各社累計契約数

(出所) 18年9月末時点。 MM総研 12月リリース｢国内MVNO市場規模の推移
(2018 年9月末)｣を元に当社作成

* 他社数値は、NTTドコモ、au、ソフトバンクブランド及びMVNEを除く



*新規割（6ヶ月間）、おうち割光セット(A）もしくは家族割引サービス適用。
「新規割」：キャンペーン期間中に新規、他社からの乗り換え（MNP）・番号移行、または契約変更でスマホベーシックプランS/M/Rにご契約いただくと、ご契約翌月から6ヵ月間

基本使用料が最大700円割引となります。ご契約月は当キャンペーンの割引対象外です。ご契約後対象外プランへの変更や解約された場合、本キャンペーンの適用外となります。
「おうち割光セット（A）」：別途固定通信サービス料が必要です。「SoftBank光」は指定オプション（500円/月〜）加入が必要です。最大10回線。
「家族割引サービス」：2回線目以降の基本使用料が毎月500円割引（最大9回線まで）。「おうち割光セット（A）」と「家族割引サービス」の併用はできません。

ワイモバイルの料金プラン

15

3,480円*

/月〜
スマホプランR

月々14GB

2,480円*

/月〜スマホプランM
月々9GB

1,480円*

/月〜スマホプランS
月々3GB

（6ヶ月間）

（6ヶ月間）

（6ヶ月間）



1,810円*

/月〜

500円*

/月〜
LINEフリー

LINEアプリの通話・トークが使い放題

1,110円*

/月〜
コミュニケーションフリー

人気のSNS使い放題

MUSIC+
音楽聴き放題サービスをプラス

LINEモバイルの料金プラン

* それぞれ月間データ容量が1GB、3GB、3GBの場合 16
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スマートフォン累計契約数
［万件］
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8%増
(174万件増)

2016年度Q1
* 法人契約を含む



※1 翌月から。通話基本プラン（2年契約、中途解除料9,500円）・準定額オプション・ウェブ使用料・データ定額スマホデビュー・1年おトク割・スマホデビュー専用割引適用時。
機種代金は含まず。おうち割光セットなど、一部割引サービスは併用不可。
※2 ナビダイヤル（0570から始まる番号）など対象外となる電話番号があります。
※3 2019年10月10日より「トクするサポート」に名称変更。
※4 キャンペーン期間：2019年10月1日から2019年12月31日。 18

｢スマホデビュープラン｣

※3

「スマホデビュープラン」と
「半額サポート+」に同時加入で

PayPayボーナス

※4



旧プラン対比

3倍以上の加入数

｢スマホデビュープラン｣加入数

19

2019年
5月2週

2019年
7月4週

(定義) 2019年5月8日〜6月11日：ケータイからスマートフォンへ機種変更
またはのりかえ(MNP)で｢スマホスタート割｣をご利用いただいた件数
2019年6月12日〜7月30日：ケータイからスマートフォンへ機種変更
またはのりかえ(MNP)で｢スマホデビュープラン｣にご加入いただいた件数

スマホスタート割



(定義) 総人口に対する個人のスマートフォンの保有比率。
2018年12月時点。総務省「通信利用動向調査」に基づく

スマートフォンは
今後も

さらに拡大

2013 2018

現在65%

日本市場の個人スマートフォン比率

20



1億総スマホ時代へ

21



法人事業
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1,545

モバイル

固定通信

ソリューション等

売上高は前年同期比5%増、セグメント利益は同18%増。ソリューション等が伸びをけん引。
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239 281

[億円] セグメント売上高 セグメント利益

+67

+72

-31

+26

+5%

+24%

-6%

+4%

前期比

+42 +18%

前期比



モバイル

・固定電話
・ネットワーク

固定通信

・IoT
・ロボット
・AI／RPA
・クラウド
・セキュリティ
・デジタル
マーケティング

ソリューション等

法人事業の３つの領域

24



・JV設立
・ビジネスモデル検討
・オペレーション建て付け
・販売支援

顧客（個人/法人）

ホテル
運営

システム

スコア
リング
スコア
リング
スコア
リング

QR決済

自動
運転

配車
アプリ

自動
運転

QR決済
ロボット

ソフトバンク
グループ
投資企業

25

世界のテクノロジー／ビジネスモデルを
日本展開



AI・RPA セキュリティ デジタル
マーケティング

クラウド

SoftBank 
IoT Platform 

準天頂衛星対応
トラッキングサービス

Ad

ロボット IoT

26

成長領域である
様々なソリューションを提供可能



法人事業営業利益
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763

法人事業

利益倍増
を目指す
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低遅延

2019年度 5Gサービス開始
早期に人口カバレッジ90%以上を目指す

大容量 多接続 高速化

29



5Gが実現する世界

仮想現実・拡張現実 ドローン活用

自動運転 商品管理(IoT)

30



*1 2018年8月時点の数値です。
*2 従来とは大きく異なり、1基地局あたり最大128本のアンテナにより高度なビームフォーミングや空間多重などの技術を実現し、

ひとりひとりに専用の電波を割り当てることで駅や繁華街などの人が多く集まる場所でも快適なモバイル通信を実現する技術となります。
*3 当社調べ。

5Gにおける優位性

31

高密度な基地局網 Massive MIMO

5Gではより狭間隔の
基地局が必要なため優位

早期のノウハウ蓄積により効率的な基地局建設が可能に

*2 世界初
商用展開

ソフトバンクが

1基地局あたり
最大128本のアンテナ

*3

全国

約23万カ所
*1



ヤフー事業



連結子会社化

33
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コマース メディア

ヤフー事業の2つの領域

・「Yahoo! JAPAN」「Yahoo!ニュース」

・広告関連サービス

・「ヤフオク!」「Yahoo!ショッピング]

・決済関連サービス



プレミアムなショッピングモール

*画像はイメージです。写真：アフロ 35

＜特徴＞

1.  当社が定める出店基準を満たしたストアのみ

2.  商品カテゴリごとに最適化されたUI/UX

3.  返品・交換可能（商品到着から14日以内）

4.  リアル在庫連携

5.  「Yahoo!ショッピング」とも連携



その他株主

49.9%

ヤフー

50.1%

前澤氏

0%

TOBでZOZO社の50.1％の株式を取得し
連結子会社化を目指す

* TOBによる買付け数が50.1%に満たない場合、50.1%の保有とならない場合があります。
* TOBへの応募が50.1%を超え買付けが按分になる場合や、前澤氏の応募状況などにより、取引完了時点で記載されている持分にならない場合があります。
* TOBは公正取引委員会より排除措置命令を行わない旨の通知を受領した後、開始する予定です。 36

取得金額：約4,000億円

＜現在＞ ＜ヤフーが目指す姿＞

ZOZO株式

前澤氏

37%

その他株主

63%

ヤフー

0%

ZOZO株式



ZOZOTOWNがPayPayモールに出店

*出店するブランド・ショップは個別に協議の上、決定いたします 37

ブランド数

7,300以上

出店ショップ数

1,200店以上

（ZOZOTOWNはサービス提供を継続）

ファッションカテゴリ

〇〇カテゴリ

〇〇カテゴリ

出店



他社には真似できない未来を創る

不動産

医療
宿泊金融

交通
観光

ビッグデータ

< 広告／eコマース ＞ ＜ スマホ／ネットワーク ＞

ソフトバンクグループ
の投資先

＜最先端テクノロジー ＞

通信 AI企業群

ソフトバンク×ヤフーで描く世界

38



新領域の拡大



40

ソフトバンクの成長戦略

キャリアの先へ

Beyond Carrier

ブロードバンド契約数拡大スマホ契約数拡大 新たなインフラ

通信事業

ヤフー

新領域

AI・テクノロジー
最先端ビジネスモデル

スマホ契約数拡大スマホ契約数拡大 40
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スマホ決済サービス

｢PayPay｣

「PayPay」は、ヤフーの登録商標です。



1,250万人 140万カ所 累計1.4億回超

ユーザー数 加盟店申込数 決済回数

42

｢PayPay｣ 1年間の実績

*1周年記者発表会(2019年9月13日)時点



0
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B社
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F社

スマホ決済名称認知
2/12~5/1312/4~13 6/1~

（％）

43*PayPay調べ

名称認知



2018年12月

※大反響をいただき、10日間で終了

2019年2月〜5月

継続的にキャンペーンを実施

2019年6月 7月 8月 9月

44
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「PayPay｣残高チャージ分の

スマホ料金支払いで

さらに利便性向上

｢PayPay｣ソフトバンクユーザーメリット

46

(注) ｢ソフトバンク｣および｢ワイモバイル｣ブランドのスマホユーザーは、
「PayPay｣への残高チャージ分を、月々のスマートフォンの利用料金と
まとめて支払うことが可能。

｢ソフトバンク｣および｢ワイモバイル｣のスマホユーザーなら



コンビニ

小売店

薬局

理容室

屋台

飲食店

後払い

ローン

保険

ゴールド

投資

家計管理

水道光熱費 税金 携帯料金

EC

オーダー

ホテル

映画予約

タクシー

チケット

航空券

小遣い

ギフト

募金

おねだり

お年玉

割り勘

オンライン/O2O

P2P/ソーシャル

公共料金＋税金

金融サービス

今後決済アプリから“スーパーアプリ”へ
オフライン

47
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AIタクシー配車プラットフォーム

｢DiDi｣
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49

(出所) App Annie
(定義)月間アプリダウンロード数(日本国内iOS・GooglePlay合計)

集計期間：2018年9月1日〜2019年7月31日

0

4位

3位

2位

1位

｢DiDi｣月間アプリダウンロード数



大阪

北海道

福岡

京都

神戸 東京

サービスエリア

急拡大

50(出所) DiDiモビリティジャパン

広島

青森

愛知

全国10エリア
(2019年8月時点)

｢DiDiモビリティジャパン｣

沖縄
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次世代のモビリティ
イノベーションを推進する

｢MONET｣



移動コンビニ 移動オフィス 病院シャトル

究極の移動サービスの実現に向けて

52



連携 連携

JV JV

JV JV

国内外の企業とさまざまな分野で連携を加速

ソフトバンク・ビジョン・ファンドの投資先との連携 そのほかの連携

53

連携 連携 連携 投資 連携 連携

JV 投資 投資

JV JV JV

JV JV JV

*2019年8月5日「2020年3月期第一四半期決算説明会」資料より



業績



4,625

［億円］

売上高

営業利益

純利益

2018年度
通期実績

(定義) 純利益：親会社の所有者に帰属する純利益
* 2018年度実績（未監査）は、ヤフー㈱を連結子会社化した影響の遡及修正を実施

+175

+718

+1,432

増減

46,568

8,182

2019年度
通期予想

48,000

8,900

4,800

55

2019年度連結業績予想

+3.8%

+8.8%

+3.1%

増減率
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全ての事業で

増収

56

11,649

* 2018年度実績は、ヤフー株式会社を連結子会社化した影響の遡及修正を実施

コンシューマ

法人

流通

ヤフー・その他

［遡及後］



売上高比率

57

法人

流通

ヤフー
その他

ブロードバンド

・物販等

ヤフー連結子会社化で

収益源が多様化
個人向け

モバイル以外

64%
個人向け
モバイル

36%

モバイル

* 円グラフは2019年度Q1売上高
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2,592

* 2018年度実績は、ヤフー株式会社を連結子会社化した影響の遡及修正を実施

2,204

営業利益

ヤフー連結子会社化で

22%増
(遡及後対比 4%増)

ヤフー影響

388

2,689

［遡及前］ ［遡及後］



(定義) 純利益：親会社の所有者に帰属する純利益
* 2018年度実績は、ヤフー株式会社を連結子会社化した影響の遡及修正を実施
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1,614 1,648
1,550

ヤフー連結子会社化で

6%増
(遡及後対比 2%増)

ヤフー影響
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純利益

［遡及前］ ［遡及後］



2,689 
1,648 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

営業利益 純利益

［億円］
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4,800

8,900 計画を上回って
進捗

営業利益

30％

2019年度予想対比進捗率

年間予想

Q１

純利益

34％進捗率

(定義) 純利益：親会社の所有者に帰属する純利益
* 年間予想は、2019年5月8日発表



営業利益 1兆円企業へ営業利益 1兆円企業へ営業利益 1兆円企業へ営業利益 1兆円企業へ営業利益 1兆円企業へ営業利益 1兆円企業へ営業利益 1兆円企業へ営業利益 1兆円企業へ営業利益 1兆円企業へ営業利益 1兆円企業へ営業利益 1兆円企業へ
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株主様への還元



増収増益
配当性向
85%程度

成長と株主還元を両立

成長 株主還元

* FY18数値はヤフーを除く。FY19は予想値

*1: 年間換算

1株あたり利益（EPS）

90円→100円

1株あたり配当（DPS）

75円→85円
FY18 FY19 FY18 FY19
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*1



配当の考え方

64

毎年、配当を維持・拡大

期首に予想配当を開示(連結配当性向85%程度）、

業績変動に関わらず着実に実行

連結配当性向85%程度を目安に安定的な1株配当を目指す

１

２



37.5円

0

10
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30

40

50

60

70

80

2018年度 2019年度予想

年間85円

年間75円相当

今期予想

85円
期末

* 当社は2018年12月19日に上場したため、 2018年度は半期分である
一株当たり37.5円(年間換算 75円)の配当を実施

一株当たり配当金
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配当利回りの状況

* 会社予想期末配当額および2019年９月30日終値に基づく（Bloomberg調べ）。
増益は発表値の2018年度と2019年度の純利益（予想）に基づく。未発表の会社は含めず。

東証一部、時価総額1兆円超、増益企業の
配当利回り上位20社*

東証一部上場企業

時価総額１兆円以上

うち86社

2,151社

うち135社

ソフトバンク 5.8%

増益

うち1社
0.000.010.020.040.050.060.070.090.100.110.120.130.150.160.170.180.200.210.220.230.240.260.270.280.290.300.320.330.340.350.370.380.390.400.410.430.440.450.460.480.490.500.510.520.540.550.560.570.590.600.610.620.630.650.660.670.680.690.710.720.730.740.760.770.780.790.800.820.830.840.850.870.880.890.900.910.930.940.950.960.980.991.001.011.021.041.051.061.071.091.101.111.121.131.151.161.171.181.191.211.221.231.241.261.271.281.291.301.321.331.341.351.371.381.391.401.411.431.441.451.461.481.491.501.511.521.541.551.561.571.591.601.611.621.631.651.661.671.681.691.711.721.731.741.761.771.781.791.801.821.831.841.851.871.881.891.901.911.931.941.951.961.981.992.002.012.022.042.052.062.072.082.102.112.122.132.152.162.172.182.192.212.222.232.242.262.272.282.292.302.322.332.342.352.372.382.392.402.412.432.442.452.462.482.492.502.512.522.542.552.562.572.582.602.612.622.632.652.662.672.682.692.712.722.732.742.762.772.782.792.802.822.832.842.852.872.882.892.902.912.932.942.952.962.982.993.003.013.023.043.053.063.073.083.103.113.123.133.153.163.173.183.193.213.223.233.243.263.273.283.293.303.323.333.343.353.373.383.393.403.413.433.443.453.463.473.493.503.513.523.543.553.563.573.583.603.613.623.633.653.663.673.683.693.713.723.733.743.763.773.783.793.803.823.833.843.853.873.883.893.903.913.933.943.953.963.973.994.004.014.024.044.054.064.074.084.104.114.124.134.154.164.174.184.194.214.224.234.244.264.274.284.294.304.324.334.344.354.364.384.394.404.414.434.444.454.464.474.494.504.514.524.544.554.564.574.584.604.614.624.634.654.664.674.684.694.714.724.734.744.764.774.784.794.804.824.834.844.854.864.884.894.904.914.934.944.954.964.974.995.005.015.025.045.055.065.075.085.105.115.125.135.155.165.175.185.195.215.225.235.245.265.275.285.295.305.325.335.345.355.365.385.395.405.415.435.445.455.465.475.495.505.515.525.545.555.565.575.585.605.615.625.635.655.665.675.685.695.715.725.735.745.755.775.785.795.805.825.835.845.855.865.885.895.905.915.935.945.955.965.975.996.006.016.026.046.056.066.076.086.10

住友商事

丸紅

ゆうちょ銀行

ＳＵＢＡＲＵ

三菱商事

三井物産

三菱ＵＦＪﾌｨﾅﾝｼｬﾙ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ

みずほフィナンシャルグループ

MS&ADｲﾝｼｭｱﾗﾝｽｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

本田技研工業

ＫＤＤＩ

三井住友ﾄﾗｽﾄ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

関西電力

積水ハウス

第一生命ホールディングス

日本電信電話

豊田通商

東京海上ホールディングス

ＳＯＭＰＯホールディングス
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配当利回り5.5%以上

5.3%
4.9%



ソフトバンクだからこそできるCSRへの取組み

高精度センサーによる防災・減災

67

山梨 A地区 茨城 B地区

○○道路 ○○道路

画像はイメージ

土砂災害危険箇所に
センサーを設置

電波を利用した距離測定により
高精度な斜面のズレ測定が可能

＜誤差数ミリ＞

* 検証結果より

*
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情報革命で人々を幸せに
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